
　計画における目標は以下のとおりとなっております。

　　（１）各役職段階に占める女性職員の割合を増やすための支援

　　（２）男性職員の配偶者出産休暇及び育児参加のための休暇取得の促進

　　（３）職員一人当たり各月ごとの超過勤務時間の縮減

　　（４）男女別平均継続勤務年数の差異の縮小

　　（５）男性職員の育児休業の取得促進

　平成２９年度の実施状況及び情報公表については以下のとおりです。

①採用女性の割合
（単位：人）

（単位：人）

　南あわじ市では「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（以下「女
性活躍推進法」に基づき、女性が力を十分に発揮できる環境、働くすべての職員が
働き方の改革を進め、仕事と家庭を両立できる環境づくりを推進するため、平成２
８年４月に「南あわじ市における女性職員の活躍の推進に関する特定事業主行動計
画」を策定しました。

　女性活躍推進法第１５条第６項の規定に基づき、これら計画の実施状況及び女性
の職業選択に資する情報については毎年公表することになっています。
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平成28年度任用 37 96 133 72%
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平成26年度任用 33 76 109 70%
平成27年度任用 54 90 144 63%



②継続勤務年数の割合【取組目標４】
（単位：年、％）

③職員一人当たり各月ごとの超過勤務時間【取組目標３】
（単位：時間）

④管理的地位にある女性職員の割合
（単位：人、％）

⑤各役職段階に占める女性職員の割合【取組目標１】
（単位：人、％）

4 1 5 20.0% - - - -

室長級 2 1 3 33.3% - - - -
7 16 23 69.6% 12

　計画での目標数値である8割を維持しています。今後も仕事と出産・子育てが
両立できる職場環境の推進に努めます。

　平成29年度の超過勤務は前年度と比較して大きく増加しました。これは3件の
選挙（市議選、衆院選、知事選）と災害対応があったためで、これらの影響
（8,209時間）を除くと23,094時間となり、概ね前年度並となりました。しかし
依然として超過勤務時間は多く、引き続き業務改革に取り組み、縮減を目指し
ます。
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⑥男女別の育児休業取得率【取組目標５】
（単位：人、％、月）

⑦男性職員の配偶者出産休暇及び育児参加のための休暇取得率・平均取得日数
　【取組目標２】

（単位：人、％、日）

　子どもの生まれた男性職員の８割が配偶者出産休暇を取得し、制度を活用す
る職員が増加しました。しかし育児参加のための休暇については利用者が２割
にとどまり、目標である「出産休暇（2日）＋育児参加休暇（1日）」を達成し
た職員は１名だけでした。引き続き対象者への積極的な制度活用を案内すると
同時に、休暇を取得しやすい職場づくりに努めます。

今年度も男性職員の育児休業取得者はいませんでした。制度は認知されている
ものの、男性職員が育児休業を取得する風土が醸成されていないことが要因と
考えられます。対象となる職員へ育児休業の取得を積極的に案内していきま
す。

概ね前年程度の割合となりました。今後も女性のキャリアアップ研修の受講や昇
任試験の積極的な受験を促し、女性管理職の増加に取組みます。
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